
「IPv6によるインターネットの利用高度化に関する研究会」 開催要綱 
 

１ 背景、目的  

インターネットは我が国において社会経済の重要インフラとなっており、経済成長を推し進

めるためにも、インターネットの利用の拡大や新たなサービス展開を促進していく必要があ

る。 

現在、インターネットにおいて主に利用されているIPv4アドレスについては、２０１１年４月１

５日、アジア太平洋地域にIPアドレスを分配しているAPNIC及び我が国のIPアドレスを管理す

るJPNICにおいて、通常在庫が枯渇した。これを受け、我が国の通信事業者等においては、

IPv4の後継規格であるIPv6を早期導入することがこれまで以上に重要となっており、ISPにお

いてはIPv6インターネット接続サービスの提供が本格化しつつある。 

本研究会では、こうしたことを踏まえ、IPv4アドレス在庫の枯渇後も社会経済の重要インフ

ラであるインターネットの利用環境を確保し、さらなる利便性の向上を図るという観点から、

IPv6対応やその普及促進に関する課題、方策等について検討する。 

 

２ 名称  

本会は、「IPv6によるインターネットの利用高度化に関する研究会」と称する。 

 

３ 検討内容  

（１）IPv6 対応の着実な推進 

（２）IPv6 の利用促進 等 

 

４ 構成及び運営  

（１） 本会は、総合通信基盤局長の研究会として開催する。 

（２） 本会の構成員は、別紙のとおりとする。 

（３） 本会には、座長及び座長代理を置く。 

（４） 座長は、構成員の互選により定め、座長代理は座長が指名する。 

（５） 座長は、本会を招集し、主宰する。また、座長代理は、座長を補佐し、座長不在のとき

は、座長に代わって本会を招集し、主宰する。 

（６） 座長は、本会の議論を促進するため、必要に応じて、ワーキンググループを開催する

ことができることとし、ワーキンググループの主査及び構成員は座長が指名する。 

（７） 本会は、必要がある時は、外部の関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（８） 座長は、上記の他、本会の運営に必要な事項を定める。 

 

５ 開催期間  

平成21年2月から平成30年3月を目途として開催する。 

 

６ 庶務  

本会の庶務は、総務省総合通信基盤局データ通信課が、関係課室の協力を得て行う。                              

     以上 

  

資料３４－３ （案） 



（別紙） 
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